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別 紙

答申第６５号

答 申

１ 審査会の結論

島根県知事（以下「実施機関」という）は、別表の「公文書の名称」欄に記載して

いる公文書（以下「本件公文書」という）の非公開部分のうち、次の部分は公開すべ

きである。

・法人側の氏名及び役職名（一般従業員を除く）

２ 本件諮問に至る経緯

(1) 平成18年10月23日に本件異議申立人より島根県情報公開条例(平成12年12月26日

島根県条例第52号。以下「条例」という)第６条第１項の規定に基づき、本件公文

書の公開請求があった。

(2) この請求に対し、実施機関は本件公文書を特定し、同年11月６日付けで、部分公

開決定を行った。

ア 公開しない部分：別表のとおり

。イ 公開しない理由：旧島根県情報公開条例(平成６年３月25日島根県条例第１号

以下「旧条例」という）第９条第２号に該当

(3) この決定に対して、異議申立人は、本件公文書の部分公開を不服として同年12月

27日に異議申立てを行った。

(4) 実施機関は、条例第20条第１項の規定に従い平成19年１月25日付けで当審査会に

諮問書を提出した。

３ 異議申立人の主張

異議申立人の異議申立書及び意見書並びに意見陳述を要約すると、次のとおりとな

る。

(1) 本件公文書の部分公開決定の取り消しを求める 但し非公開となった部分のうち､。

苦情を申し立てた住民､住民団体にかかる情報の公開は不要である。

(2) 県は事業者の違反に関連している文書を公開し、県民に説明する責務を全うすべ

きである。

(3) 人の生命、健康、生活又は財産の保護のため公開する必要がある。

人の居住地の隣接で社会的に厳しく規制された業種である産業廃棄物、特別管理

産業廃棄物処理業を営もうとする場合、一般の企業とは公開の基準が異なる。この

ことは過去の答申の判断理由にもなっている。

申立人は現に身体的、精神的に被害を受けまた今後も受けるおそれがある。個人

情報でもケースバイケースで公開されるべきである。

(4) 産業廃棄物処理という厳しく規制された業種の企業として、住民苦情に対する県

への回答は、社会的に大きな責任があり、回答者は役員であれ一般の従業員であれ
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責任ある立場と言える。役員であればなおのこと公開されるべきである。事業者側

の責任ある対応の確認のためにも役職や名前の公開が必要である。

(5) 当該事業者の違法な活動という点でも公開されるべきである。

(6) 虚偽の証言の疑惑がある。

４ 実施機関の主張

実施機関の非公開理由説明書及び口頭による主張の要旨は、次のとおりである。

(1) 旧条例第９条第２号該当性について

別表の右欄のうち⑴、⑶、⑷、⑻、⑼、⑽及び⑿については、個人に関する情報

であって、直接に特定の個人が識別される。⑵、⑾及び⒀については、個人に関す

る情報であって間接的に特定の個人が識別される。⑸、⑹及び⑺については、苦情

申立者の勤務先の名称、職員の職名及び隣接施設の名称であり、間接的に特定の個

人が識別される可能性がある。

役員についても、申請書などで様式上役員を書く欄は公開とするが、役員であっ

ても録取等に書かれたものの扱いは、個人情報として非公開としている。

(2) 異議申立人の主張について

申立人が主張した、過去の答申の判断基準にもなっている廃棄物処理業者の特殊

性は、法人情報についての考え方である。今回の対象は個人情報である。

誰が請求しても公開する基準は同じである。通常特別の理由で公開の基準が左右

されることはない。

(3) 公開の利益について

住民からの苦情に対する、県の指導内容や事業者の対応内容についてはオープン

にし、説明はできている。また個人が識別される氏名や役職名を公開しても事業者

の対応が変わることはない。したがって、これらの情報が公開される不利益を上回

る、公開の利益はない。

５ 審査会の判断

(1) 条例の基本的な考え方

条例の目的は、地方自治の本旨にのっとり、県民が県政に関し必要とする情報を

適切に得ることができるよう、公文書の公開を請求する権利につき定めること等に

より、県政に関する情報の一層の公開を図り、もって県民に説明する責務を全うす

るとともに、県政に対する理解と信頼の下に県民参加による開かれた県政を推進す

ることである。

条例の基本理念は原則公開であり、非公開とする情報の範囲を定めるに当たって

の基本的な考え方は、公開請求者の権利と請求された公文書に情報が記録されてい

る個人･法人･その他の団体の権利利益及び公益との調和を図ることにある。

当審査会は、情報公開の理念を尊重し、条例を厳正に解釈して、以下のとおり判

断する。

なお、平成６年４月１日から平成13年３月31日以前に作成又は取得された、旧条
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例に規定する公文書に対する公開請求については、条例附則第７項の規定から、旧

条例第９条の規定により非公開情報の該当性について判断するものである。

(2) 本件公文書について

本件公文書は、産業廃棄物・特別管理産業廃棄物処理業を営む○○○○（以

下「本件法人」という）の操業に対する、周辺住民からの苦情の内容及びそれを受

けて実施機関が調査、指導をし、本件法人が応じた内容が記録されたもので、実施

機関が作成した電話録取票や立入検査の復命書である。なお、公文書は全て平成11

、 、年11月から平成12年６月にかけてのものであるが 実施機関の職員が職務上作成し

供覧の手続が終了して実施機関が管理しているものであり、旧条例第２条第２項に

規定する「公文書」に該当する。

(3) 審査の対象について

非公開となった情報は、本件法人に所属するものの役職名、氏名及び本件法人に

苦情を申し立てた住民、住民団体にかかる情報である。なお異議申立人は意見書及

び意見陳述の中で、苦情を申し立てた住民、住民団体にかかる情報の公開は不要で

あると主張した。よって審査会は異議申立人が公開を求めていない部分については

審査の対象としない。したがって、別表の「公開しない部分」のうち⑵、⑷のうち

法人側のもの、⑻、⑽のうち法人側のもの、⑿のうち法人側のもの及び⒀が審査の

対象となる。

(4) 旧条例第９条第２号該当性

本号は、基本的人権を尊重し個人の尊厳を守る立場から、個人のプライバシーを

最大限に保護するため、個人に関する情報は、原則として非公開とすることを定め

たものである。

この非公開とされた部分は、本件法人の事業活動に係る情報の中に含まれる、氏

名、役職名であり、実施機関は本号に該当するため非公開としていることから、以

下において、本件公文書の非公開部分が、本号に該当するかどうかについて、個別

に検討する。

ア 一般に、役職名や氏名は個人に関する情報であると言える。しかし法人等を代

表する者又はこれに準ずる地位のある者が当該法人等の職務として行う行為は、

当該法人の行為そのものであると解され、役職名や氏名が行為とともに記載され

た場合、役職名や氏名も内容の一部であるといえる。したがって、このような場

合、当該行為はもとより当該役職名や氏名も、当該法人等に関する情報にあたる

というべきであり、個人に関する情報とはいえない。

イ 「平成11年11月10日の電話録取」の「⑵役職名(法人側)」

この公文書には、本件法人の周辺住民からなされた、本件法人から発生する黒

煙に関する苦情の内容と、それを受けて実施機関の職員が本件法人に立ち入り、

確認した内容等が記載されている。異議申立ての対象となった非公開情報は、本

件法人に状況を確認した際の、応対した法人側の役職名である。

当審査会においてこの電話録取票を見分したところ、その時の応対は、事業者

の職務として本件法人を事実上代表した、責任ある立場で行ったものと推認され
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る。また応対した者の役職名を見ると、本件法人の代表者に準ずるともいうべき

。 、者と認められる したがってその応対は当該法人の行為そのものであると解され

このような場合の情報の扱いはアで示したとおりであり、応対した者の役職名は

個人に関する情報とは認められず、本号には該当しない。

ウ 「平成12年１月５日の電話録取」の「⑷氏名及び役職名(法人側)」

この公文書には、本件法人の周辺住民からなされた本件法人の焼却炉に関する

、 、苦情の内容と それを受けて実施機関の職員が本件法人に当該苦情を伝えたこと

またその後本件法人から報告のあった内容が記載されている。異議申立ての対象

となった非公開情報は、応対した本件法人側の氏名及び役職名である。

当審査会においてこの電話録取票を見分したところ、責任ある立場の者に苦情

を伝えていると推認でき、また報告についても、事業者の職務として本件法人を

事実上代表した、責任ある立場で行ったものと推認される。またその役職名を見

ると、いずれも本件法人の代表者に準ずるともいうべき者と認められる。したが

ってその応対は当該法人の行為そのものであると解され、このような場合の情報

の扱いはアで示したとおりであり、応対した者の氏名及び役職名は、個人に関す

る情報とは認められず、本号には該当しない。

エ 「平成12年３月３日県が○○○○に確認した文書｣の｢⑻氏名及び役職名(法

人側)｣

この公文書には、実施機関の職員が、本件法人に環境対策等のスケジュールに

。 、ついて聴取した内容が記載されている 異議申立ての対象となった非公開情報は

内容を報告した法人側の氏名及び役職名である。

当審査会においてこの電話録取票を見分したところ、報告は、事業者の職務と

して本件法人を事実上代表した、責任ある立場で行ったものと推認される。また

報告した者の役職名を見ると、本件法人の代表者に準ずるともいうべき者と認め

られる。したがってその報告は当該法人の行為そのものであると解され、このよ

うな場合の情報の扱いはアで示したとおりであり、報告した者の氏名及び役職名

は、個人に関する情報とは認められず、本号には該当しない。

オ 「平成12年５月16日の立入検査に関する文書｣の｢⑽氏名及び役職名(法人側)」

この公文書には、本件法人の周辺住民からなされた本件法人から発生する悪臭

等に関する苦情の内容と、それを受けて実施機関の職員が本件法人に立ち入り、

確認した内容等が記載されている。異議申立ての対象となった非公開情報は、応

対した本件法人側の氏名及び役職名である。

当審査会においてこの文書を見分したところ、この応対は、事業者の職務とし

て本件法人を事実上代表した、責任ある立場で行ったものと推認される。また応

対した者のうち役職の記載がある者についてみると、本件法人の代表者に準ずる

ともいうべき者と認められる。したがってその応対は当該法人の行為そのもので

あると解され、このような場合の情報の扱いはアで示したとおりであり、氏名及

び役職名は、個人に関する情報とは認められず、本号には該当しない。

なお、応対した者のうち一般従業員である者については、本件法人の代表者に
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準ずる役職とは見受けられず、補助的な役割での応対と見受けられる。よって個

人に関する情報と認められ、本号に該当し非公開が妥当である。

カ 「平成12年６月１日の立入検査に関する文書｣の｢⑿氏名⒀役職名(法人側)」

この公文書には、本件法人の周辺住民からなされた、本件法人から発生する黒

煙に関する苦情を受けて実施機関の職員が本件法人に立ち入り、確認した内容等

が記載されている。異議申立ての対象となった非公開情報は、応対した本件法人

側の氏名と役職名である。

当審査会においてこの文書を見分したところ、この時の報告は、事業者の職務

として本件法人を事実上代表した、責任ある立場で行ったものと推認できる。ま

た報告した者は、本件法人の代表者に準ずるともいうべき者と認められる。した

がってその報告は当該法人そのものの行為であると解され、このような場合の情

、 、報の扱いはアで示したとおりであり 役職名は個人に関する情報とは認められず

本号には該当しない。

なお、応対した一般従業員である者については、本件法人の代表者に準ずる役

職の者とは見受けられず、また具体的な応対内容については何ら記載されていな

い。よって個人に関する情報と認められ、本号に該当し非公開が妥当である。

(4) 旧条例第９条第３号該当性

法人に関する情報であって、公開することにより、当該法人の競争上又は事業運

営上の地位その他正当な利益を害すると認められるものは、本号に該当し非公開と

なる。対応した法人側の役職名、氏名について、実施機関は個人に関する情報に該

当するとして非公開としたため、本号の該当性を主張していないが、当該法人その

ものの行為は法人に関する情報であると認められるため、当審査会は、旧条例第９

条第３号について判断を示す。

一般に役員の役職名は、必要的登記事項のものに限らず、商慣習により役職名を

使用し対外的事業活動を行っているのが通常である。非公開とされた役員の氏名及

び役職名についても同じように扱われることは当然予想されること、また氏名及び

役職名を除いた応対等の内容は全て公開されていることからも、この氏名及び役職

名を公開しても、当該法人の競争上又は事業運営上の地位その他正当な利益を害す

るとは認められない。

さらに、本号ただし書イは、本文に該当し通常非公開とされる法人等の情報であ

っても、事業活動によって生じ、又は生ずるおそれのある危害から人の生命、身体

又は健康を保護するため、公開することが必要と認められる情報については公開で

きるとなっている。これは、法人の活動は社会に及ぼす影響が大きく、社会的責任

が求められているためであると解される。

産業廃棄物・特別産業廃棄物処理業は、その事業の性質上、事業活動状況如何に

よっては、周辺住民の健康や自然環境に悪影響を与えるおそれのある事業であるこ

とは否めない。今回の本件法人に関する苦情は、まさに周辺住民の健康被害に関わ

るものであり、それを受けて実施機関が行った、調査や指導の内容の中にある、本

、 。件法人に関する情報を公開することは 住民の生命等の保護に必要であるといえる
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さらに、本件法人の事業の性質や責任を考えると、本件法人が情報を公開されるこ

とにより受ける不利益は、受忍すべきものである。

したがって仮に本号本文に該当したとしても、ただし書イに該当し、公開とすべ

きである。

(5) 以上から、冒頭「１ 審査会の結論」のとおり判断する。

６ 付言

、 、実施機関は異議申立人の公開を求める主張に対し 非公開とする場合の理由の中で

公開の利益について「応対した事業者側の氏名や役職名を公開しても、事業者の対応

が変わることはない。また住民からの苦情に対する、県の指導内容や事業者の対応内

容については全てオープンにし、説明はできている。したがって、仮に氏名や役職名

が公開されても、その不利益を上回る公開の利益はない 」と説明している。。

しかし、公開の利益の判断をする場合は、実際に実施機関の持っている非公開の情

報を住民に公開した場合における、住民の受ける利益を考えること、さらに情報が住

民に公開されなかった場合の不利益を考えることも必要なのである。なおこの考え方

は条例の基本理念である 「県民の公文書の公開を請求する権利を十分尊重して、こ、

の条例を解釈し、運用しなければならない 」という、公文書の原則公開の精神につ。

ながるものである。

、 、条例の公開請求権に基づく公開請求に対し 実施機関が非公開とする場合の説明は

公開を前提とする理念の下、公開された場合、されなかった場合のそれぞれの住民の

利益・不利益を十分考えた上で判断し、説明していただきたい。
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別表

公文書の名称 公開しない部分

平成11年11月10日電話録取 ⑴氏名(住民側）

⑵役職名(法人側）

平成11年11月19日の○○○○への立入検査に ⑶氏名(住民側）

関する文書

平成12年１月５日○○○○の電話録取 ⑷氏名及び役職名

（法人側・住民側）

⑸勤務先の名称(住民側）

⑹職員の職名(住民側）

⑺事業場の名称(住民側）

平成12年３月３日県が○○○○に確認した文書 ⑻氏名及び役職名(法人側)

平成12年４月19日○○○○が県に質問して、 ⑼氏名(住民側）

県が○○○○に確認した文書

平成12年５月16日の○○○○への立入検査に ⑽氏名及び役職名

関する文書 (法人側・住民側）

⑾住民団体における役職名

平成12年６月１日の○○○○への立入検査に ⑿氏名(法人側・住民側）

関する文書 ⒀役職名(法人側）
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（諮問第７９号に関する審査会の処理経過）

年 月 日 内 容

平成１９年 １月２５日 実施機関から島根県情報公開審査会に対し諮問

平成１９年 ２月２７日 実施機関から非公開理由説明書を受理

平成２０年 ４月２４日
審議

（審査会第１回目）

平成２０年 ５月 ７日 異議申立人の意見書を受理

平成２０年 ５月２９日
実施機関から意見聴取

（審査会第２回目）

平成２０年 ６月２６日
異議申立人から意見聴取

（審査会第３回目）

平成２０年 ７月２４日
審議

（審査会第４回目）

平成２０年 ８月２１日
審議

（審査会第５回目）

平成２０年 ９月２５日
審議

（審査会第６回目）

平成２０年１０月１６日
審議

（審査会第７回目）

平成２０年１１月２７日
審議

（審査会第８回目）

平成２０年１２月１８日
審議

（審査会第９回目）

平成２１年 １月 ７日 島根県情報公開審査会が実施機関に対し答申

（参考）

島根県情報公開審査会委員名簿

氏 名 現 職 備 考

笠井 耕助 元㈱山陰中央新報社論説委員 会長代理

片岡 佳美 島 根 大 学 法 文 学 部 准 教 授

藤田 達朗 島根大学大学院法務研究科教授 会長

古津 弘也 弁 護 士

本藤三世子 （財）しまね女性センター経営委員


